
特許庁「特許行政年次報告書2026年版」の分
析：出願動向・施策展開と産業界の反響 

Gemini 3.6 Flash 
概要と公表の背景 
特許庁は2026年7月27日、産業財産権制度に対する理解の深化と、国内外の知的財産動向および
行政施策の透明性向上を目的として「特許行政年次報告書2026年版」を取りまとめ、公表した1。本

報告書は、特許、実用新案、意匠、商標を取り巻く主要な統計情報、民間企業における知的財産活

動、中小企業・地域・大学への支援成果、ならびに制度見直しに向けた政策的取り組みを多角的に

集約した年次報告である1。 
2026年版における最も著しい構造的変更として、前年の2025年版まで「第2部 詳細な統計情報」と
して報告書本体内に収録されていた詳細な統計データ群が独立し、「統計・資料編」としてオープン

なCSVファイル形式で提供される運用へと移行した点が挙げられる1。これに加えて、報告書内の主

要な図表についても個別Excelファイル形式での提供が整備された1。冊子版については、同年9月中
旬より特許庁本庁舎、独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）、および全国の知財総合支援
窓口にて順次無償配布が開始され、9月下旬からは特許庁図書館や国立国会図書館における閲覧
環境が整えられる1。 
本報告書が上箇された背景には、人工知能（AI）技術やデジタルトランスフォーメーション（DX）の急
速な進展に伴い、グローバルな技術競争および権利化のあり方が抜本的な再編期を迎えている実

情がある3。知的財産を単なる模倣防止の受動的手段にとどめず、事業の「稼ぐ力」を最大化する経

営資源として再定義し、収益化や新規イノベーションへの再投資へとつなげる好循環の確立が強く

求められており、今回の報告書はこうした経済・社会構造の変化と行政の対応を如実に表している3

。 

2025年主要統計データと出願動向の構造分析 
主要法域における出願件数と審査実績の比較 
2026年版報告書に集約された2025年の出願動向において、最も注視されたのは過去数年間にわ
たり横ばい傾向が続いていた特許出願件数の急激な伸びである2。以下の表は、各主要法域（特許・

意匠・商標）における2025年の出願件数、査定率、および2025年度の審査処理スピードを集約した
比較データである2。 
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特許 358,317件 前年比 76.5% 9.4か月 13.2か月 



16.8% 増 

意匠 31,853件 堅調維持 88.0% 5.9か月（前
年度比短

縮） 

6.6か月（前
年度比短

縮） 

商標 168,114件 増加へ転じ

る 
87.5% 6.6か月（前

年度比短

縮） 

7.5か月（前
年度比短

縮） 

出願件数・査定率は2025年暦年数値、審査処理期間は2025年度実績に基づく2。 
特許出願急増の要因と構造的考察 
2020年から2024年にかけて、日本国特許庁への特許出願件数は年間30万件前後で推移していた
が、2025年は前年比16.8％増となる358,317件へと急伸した2。この著しい出願増の要因を紐解くと、

国内企業による研究開発投資の再活性化と、特許協力条約（PCT）に基づく国際出願の国内移行手
続きの堅調な推移が相互に作用した結果であることが判明する3。特許出願の内訳を精査すると、

PCT出願経由の国内移行件数が72,011件であったのに対し、日本国内で直接出願された案件が
286,306件へと大幅に増加しており、国内企業を中心としたR&D成果の権利化意欲の強さが数値に
示されている5。 
背景には、生成AI、半導体、高度通信、ならびにグリーントランスフォーメーション（GX）領域を中心と
する新技術分野での市場先制に向け、企業が特許網の面的な再構築を急いだ事情が存在する3。さ

らに、特許査定率が76.5％という高水準を維持しつつ、審査請求から一次審査通知までの期間が
9.4か月、権利化までの標準審査期間が13.2か月と、審査の予見性と迅速性が保たれていることが、
企業の迅速な出願戦略を強力に後押ししたと考察される2。 
意匠・商標分野における動向とブランディング戦略 
意匠登録出願件数は31,853件、登録査定率は88.0％を記録した2。意匠審査における一次審査通知

までの期間は5.9か月、権利化までの期間は6.6か月へと短縮され、出願から早期に権利確定が得
られる環境が一段と強化された2。近年拡大された建築物、内装、画像デザインの意匠保護制度が

産業界に定着したことで、ユーザー体験（UI/UX）やデジタル領域のデザイン価値を戦略的に権利化
する動きが定着している3。 
商標登録出願件数については、2025年に増加へと転じ168,114件を記録し、登録査定率は87.5％と
なった2。商標審査においても処理能力の向上が着実に進み、FA期間は6.6か月、権利化期間は7.5
か月へと前年度から短縮された2。企業の新規事業立ち上げやブランド改編に伴う商標取得のス

ピード要求に対して、行政側が迅速な審査処理で応えている構図が浮き彫りとなっている3。 

審査迅速化と特許行政の施策展開 
審査スピードと品質の高度な両立 



特許庁は、2033年度までの長期目標として、特許の「権利化までの期間」を平均14か月以内に維持
することを掲げているが、2025年度実績においては13.2か月（速報値ベースでは13.0か月）を達成
し、目標精度を上回る迅速な処理体制を維持している2。この処理速度の背景には、外部の登録調

査機関による先行技術調査の高度化と、審査官の案件処理効率の改善が存在する3。 
速度の追求のみならず、審査品質の維持向上に向けた取り組みも継続されている3。出願人と審査

官が直接対話を行う面接審査の実施や、拒絶理由通知の根拠を明確化する取り組みが奏功し、出

願側と審査側のコミュニケーションレスポンスが向上したことが、無駄な手続往復の抑制に貢献して

いる3。 
経営と一体化した伴走型支援施策 
報告書第2部「施策一覧」等では、中小企業、スタートアップ、および大学等を対象とした支援施策の
拡大が強調されている1。スタートアップ支援においては、知財専門家を派遣して事業戦略と合致した

権利網の構築を図る「VC-IPAS」や早期審査制度の活用が拡大しており、資金調達や事業提携を見
据えたスピード感のある知財取得が促進されている3。 
また、単一の出願にとどまらず、事業展開に合わせて特許・意匠・商標を包括的に審査する「事業戦

略対応まとめ審査」の利活用が進み、企業のグローバル展開時における多角的な知的財産保護が

実現している3。大学や地域社会に向けた支援としては、共同研究成果の円滑なライセンス化や、各

地の知財総合支援窓口を通じた地域ブランド化への伴走支援が成果を上げている1。 

AI・DX時代に対応する制度改革と国際調和 
審査プロセスのDXと「AIアクション・プラン」の推進 
特許庁が2022年度から2026年度までの5か年計画として進める「AIアクション・プラン」は、審査業務
の根幹に変革をもたらしている4。先行技術調査における自然言語処理AIの導入、意匠・商標分野に
おける画像認識AIを用いた類似検索、さらには外国語技術文献の機械翻訳AIの適用により、審査
官が調査・参照できる先行文献の網羅性が劇的に飛躍した4。 
高度な翻訳AIの実装により、これまで言語的障壁によって把握が困難であった諸外国の特許文献
が審査において迅速に引用される環境が整備された4。これにより、全世界的な基準に照らした新規

性・進歩性の判断が可能となり、付与される特許権の確実性と信頼性が格段に高まっている3。 
実務に直結する制度改正と手続運用の変更 
2026年版報告書においては、デジタル化に伴う関係法令および実務手続の変更点についても網羅
的に説明されている1。手続面の重要な変更として、2026年4月1日より施行されたオンライン発送に
おける「10日到達みなし」制度がある7。特許庁からインターネット出願ソフトを介してオンライン発送

された特定通知等について、ソフト上で受取可能となった日の翌日から10日経過した時点で送達が
完了したものとみなされる規律であり、期限管理の厳格化が出願人側に求められることとなった7。 
さらに、デジタル空間における模倣品対策の一環として意匠法・不正競争防止法による保護範囲の

解釈が整理されたほか、生成AIを利用して創出された発明における「人間による創作的寄与」の提
示方法など、AI関連発明の審査基準の明確化が進められた3。海外サーバーを経由して運用される

ネットワーク関連発明に対する特許権の効力範囲についても、実務的な解釈が整理されつつある3。 
グローバルな知財環境の整備 



グローバルな制度調和に向け、日本国特許庁は米国特許商標庁（USPTO）および欧州特許庁（EPO
）との日米欧三極長官会合においてAIワーキンググループの新設を主導し、「三極AIビジョン」の策
定に合意した3。また、タイとの間における特許審査ハイウェイ（PPH）の新たな運用の開始や、ePCT
を活用した手続きの全面電子化など、日本企業が諸外国において迅速かつ低コストで権利を取得す

るための国際協力枠組みが着実に拡張されている3。 

産業界・知財実務界における反響と戦略的示唆 
実務界における受け止めと評価 
「特許行政年次報告書2026年版」の公表に対しては、企業の知財部門、特許事務所の弁理士、知
財アナリスト、およびスタートアップ関係者から多角的な反響が寄せられた3。 
年次報告書の統計データがCSVファイル形式（統計・資料編）として提供された点について、知財ア
ナリストやデータサイエンティストからは高い評価が与えられている1。従来のPDF形式では困難で
あった大容量データの抽出や機械学習モデルへの取り込み、競合他社の動向分析や技術トレンド

の相関分析が容易になり、エビデンスに基づく知財アナリティクスの推進に大きく寄与している1。 
審査スピードの短縮については、製品ライフサイクルの短いIT・エレクトロニクス業界やスタートアップ
企業から歓迎されている2。一方で、審査における高度翻訳AIの活用により多言語の海外文献が広
範に引用拒絶理由として示されるようになった実務環境に対し、企業側からは「出願前のクリアラン

ス調査において参照すべき多言語文献の範囲が広がり、事前調査のコストと負担が増加した」という

指摘もなされている4。 
また、2026年4月に施行されたオンライン発送の「10日到達みなし」ルールに対しては、特許事務所
や企業知財部において期限管理システムの大規模な改修や、社内ワークフローの再構築を急ぐ動

きが見られた7。 
企業経営への戦略的示唆 
本報告書に示された統計および施策動向を踏まえ、企業の経営層および知財部門が考慮すべき戦

略的示唆として、知財の「事業貢献型」ポートフォリオへの再編が挙げられる3。特許出願件数が16.8
％急増した状況下では、単なる出願件数の積み上げではなく、自社の事業戦略やアライアンス構

築、ライセンス収益化に直結する強い特許群の網羅的取得が不可欠となる2。 
研究開発プロセスへのAI導入が進むなかで、特許審査において発明への「人間の創作的与与」を明
確に示すためのエビデンス管理体制を社内に確立することが求められる7。実験データやアイデア創

出プロセスの記録を確実に保存・管理する知財ガバナンスの構築が、将来の権利無効化リスクを回

避する上で重要となる7。 
デジタルプロダクトや新サービスを展開する企業にあっては、特許権による技術保護に加え、意匠権

によるUI/UXデザインの保護、商標権によるブランドの保護、および不正競争防止法や契約による
データ・営業秘密の管理を組み合わせた「重層的知的財産保護設計」を事業初期から組み込むこと

が、競争優位を維持する実務上の鍵となる7。 

結論 
特許庁がとりまとめた「特許行政年次報告書2026年版」は、日本の知的財産環境が技術革新とデジ
タル化の波を受け、明確な拡大と質的転換の局面に至ったことを示している1。2025年における特許
出願件数の16.8％増という顕著な伸びは、企業の強いR&D意欲のあらわれであり、それを支える世



界最速水準の審査インフラとAI・DX施策の導入が着実な成果を挙げている2。 
報告書データのCSV化に象徴される行政データの高度な開示は、民間の知財アナリティクスを刺激
し、経営と知財の一体化を加速させている1。企業においては、10日到達みなしルールをはじめとす
る手続変更への適応を図りつつ、AI時代の審査基準に合致した創出プロセスの管理と、事業収益に
直結する多角的な知的財産網の形成を推進することが求められている3。 
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